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リニア中央新幹線は，2027年の開業に向けて東京－名古屋間で建設が進められている．筆者らは，これまで交通内生

型 SCGEモデルを用いることにより，リニア中央新幹線の開業による経済効果を便益により評価してきた．しかし，そ

こでは固定費用の存在による問題が考慮できていない，また外部性の評価もなされていないという課題があった． 

そこで本研究では，全国 9地域を対象に，固定費用を考慮した SCGEモデルを用いて料金設定の違いによる影響評価

を行った．さらに，環境外部性として地球温暖化問題を取り上げ，リニア中央新幹線の開通と，その料金設定の違いが

二酸化炭素排出量に与える影響も明らかにした． 
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1. はじめに 

 

現在，品川－大阪間を結ぶリニア中央新幹線が計画さ

れており，そのうち品川－名古屋間は，2014年10月に建

設工事が認可され1)，2027年の開業に向けて建設が進め

られている．リニア中央新幹線の開業により品川－名古

屋間は，現行の東海道新幹線で約90分かかるところが約

40分に短縮される．その結果，業務トリップや観光トリ

ップの円滑化を介して，多大な経済効果が発現すると期

待されている．こうした経済効果は，費用便益分析によ

る便益計測や2), 3)，空間的応用一般均衡（SCGE：Spatial 

Computable General Equilibrium）モデルを適用した便益計

測4), 5), 6) により評価されてきた． 

特に筆者らは，交通内生型SCGEモデルを用いること

により，リニア中央新幹線の開通が鉄道旅客運輸企業

（具体的にはJR東海）の生産性を向上させる効果まで含

めた経済効果を便益により計測できることを示した7), 8)．

しかしそこでは，建設費用等の固定費用を料金により回

収する点が考慮できていなかった．そのため，固定費用

を考慮したSCGEモデルを構築して，従来の限界費用料

金によるケースと，固定費用を料金で回収する平均費用

料金によるケースにおいて，どの程度，発現する便益に

違いが生じるのかを明らかにした9)．ただし，平林ら9)は

関東，山梨，東海の3地域を対象にした簡易な数値シミ

ュレーションによる分析にとどまっており，それらを全

国に展開した現実的な分析に拡張することが課題となっ

ていた． 

以上のとおり，筆者らはリニア中央新幹線の開通によ

る便益評価に関して，SCGE分析の精緻化を図り，より

現実的な便益計測に取り組んできた．しかし，固定費用

を考慮した分析を全国に展開するとともに，外部性の考

慮あるいは外部性に与える影響についての評価が課題と

なっていた．外部性とは，環境汚染物質の排出に伴う環

境被害や10)，集積の経済と呼ばれる，企業や家計が集中

して立地することにより企業の生産性や家計の消費効率

性が向上することで生じる外部経済のことである11)．リ

ニア中央新幹線のような大規模輸送機関の整備は，環境

外部性にも多大な影響を与え，また大きな集積の経済を

生み出す可能性があることが重要と指摘されている． 

そこで本研究では，全国9地域を対象として，リニア

中央新幹線の建設費用，維持更新費用等の固定費用を考

慮したSCGEモデルを用いて，料金設定の違いによる影

響評価を行うとともに，まず環境外部性の評価が行える

ような枠組みの構築を行う．具体的には，環境外部性と

して地球温暖化問題を取り上げ，リニア中央新幹線の開 
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図-2 SCGEモデルの全体構成 

 

通に伴う二酸化炭素（CO2）排出量が計測できるフレー

ムを構築する．その上で，リニア中央新幹線の開通と，

その料金設定の違いがCO2排出に与える影響を明らかに

する．さらに比較対象として，東京－名古屋間の新東名

高速道路整備によるCO2排出量の計測も行い，一単位の

便益を生むのにどれだけのCO2が排出されるのかを両者

のケースで算定し，どちらが環境面で優位であるのかを

明らかにする． 

 

 

2. 固定費用・環境外部性を考慮したSCGEモデル 

 

(1) モデルの前提条件 

本研究のSCGEモデルは，J 地域に分割された社会経

済を対象とし，地域 j には代表家計とm財を生産するm

企業が存在する（図-2）．これに加えて，交通機関別運

輸サービスを供給する運輸企業が存在しているものとし，

その中の鉄道旅客運輸企業がリニア中央新幹線の建設お

よび運営主体になるものと考える．なお，家計，企業，

運輸企業以外にも，政府，公的投資部門，民間投資部門

が存在しているとする． 

家計は，生産要素（労働，資本）を提供することで所得

を得て，財，サービスを消費する．企業は，生産要素，

中間財を投入して財，サービスを生産し，家計や他企業

に供給する．運輸企業は，通常の企業と同様に，生産要

素，中間財を投入して運輸サービスを生産するものとす

る．なお，森杉らによって構築された交通内生型SCGE

モデルと同様に，運輸サービスをOD別に供給している

ものとする点に特長がある．これに加え，本モデルは，

特にリニア中央新幹線の建設に関して，鉄道旅客運輸企

業が鉄道施設建設のために投じる固定費用を考慮する． 

次項では，まず運輸サービス需要者の行動モデルを説

明し，その後，固定費用を考慮した鉄道運輸サービス供

給者の行動モデルを説明する．  

図-3 企業の生産行動のツリー構造 

 

 (2) 運輸サービス需要者の行動モデル 

a) 企業の生産行動モデル 

運輸サービス需要者のうち，まず企業の行動モデルを

説明する．企業の生産行動ツリーを図-3に示す．企業は，

まず合成中間財と合成生産要素の投入量を決定し，合成

中間財に対し購入地域の選択を行う．その後，それぞれ

の地域別合成中間財投入に対し，n 財別合成中間財の投

入量を決定する．さらに，n 財別合成中間財の投入に対

し，n 財別中間財と合成運輸サービスの投入量を決定す

る．これは，中間財の投入には運輸サービスが必要であ

るとしたものである．また，企業は合成中間財に対して

は，合成貨物と合成旅客の各運輸サービス投入量を決定

し，合成貨物，合成旅客ともに交通機関選択を行い，交

通機関別の運輸サービス投入量を決定するという行動を

とる．なお，旅客運輸については，交通消費時間が費や

されるものとした．  

 以上の企業の生産行動モデルは，すべて生産技術制約

下での費用最小化行動によって定式化する．本SCGEモ

デルでは，生産技術を表すのにBarro型CES関数を用いる．

そして，以下には図-3の最上位の合成中間財，合成生産

要素に関する投入量決定の費用最小化問題を示す． 
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ただし， j

m

j

m py , ：地域 j での財mの生産量と価格，

j

Zm

j

m qz , ：合成中間財投入量とその価格， j

m

j

m pfcf , ：合

成生産要素投入量とその価格， j

m ：純間接税率（間接

税率－補助率）， j
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Zm  , ：分配パラメータ， j

m ： 効

率パラメータ， j

m ：代替弾力性パラメータ． 

ラグランジュ未定乗数法により式(1)を解くと，以下

の需要関数が求められる． 
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 式(2)の需要関数を式(1a)に代入することにより，費用

関数は以下のように求められる． 

 j

m

j

mj

m

j

m yC j
m


 1

11
 (3) 

式(3)は，生産量 j

my に対して線形の関数であることか

ら，本企業モデルの生産財の均衡価格は利潤ゼロにおい

てのみ存在することになる．企業の利潤は，収入から費

用を差し引くことにより求められることから以下となる． 

 j

m

j

m

j

m

j

m Cyp   (4) 

そして，ゼロ利潤条件（ 0j

m  ）よりm 財価格が以下

のように求められる． 

 j
m

j
mj

m

j
mp 


 1

1
1

 (5) 

以上により，企業行動モデルの最上位の定式化が行え

た．続いて，図-3のツリーにしたがって合成中間財の地

域投入の定式化を示す．その最適化問題は以下のように

なる． 

 min
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ただし， ,ij ij

m mz q ：地域jにおける地域iからの合成中間財

投入量とその価格， ,ij ij

m m  ：分配パラメータ

（ 1, 1ij ij

m m

i i

    ）， j

Zm ：効率パラメータ，
j

Zm ：代替弾力性パラメータ． 

ラグランジュ未定乗数法により式(6)を解くと，以下

の需要関数が求められる． 
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 式(7)の需要関数を式(6a)に代入することにより，合成

中間財価格が求められる． 
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次に，n財別中間財の投入の定式化を示す．その最適

化問題は以下のようになる． 

 min
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ただし， ,ij ij

nm nmz q ：地域ｊで地域ｉから投入される合成

中間財nの投入量とその価格， ,ij ij

nm nm  ：分配パラメー

タ（ 1, 1ij ij

nm nm

n n

    ）， ij

m ：効率パラメータ，
ij

m ：代替弾力性パラメータ． 

ラグランジュ未定乗数法により式(9)を解くと，以下

の需要関数が求められる． 
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 ． 

 式(10)を式(9a) に代入することにより，地域iから投入

される合成中間財価格が求められる． 
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次に，中間財nと合成運輸の投入の定式化を示す．そ

の最適化問題は以下のようになる． 

 
,

min
ijij

nm T

ij ij i ij ij ij

nm nm n nm Tm Tm
x z

q z p x q z   
 (12a) 
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 (12b) 

ただし， ,ij i

nm nx p ：中間財nの投入量と地域iのn財価格，

,ij ij

Tm Tmz q ：合成運輸投入量とその価格， ,ij ij

Tm Tm  ：分配

パラメータ， ij

nm ：効率パラメータ， ij

nm ：代替弾力性

パラメータ． 

ラグランジュ未定乗数法により式(12)を解くと，以下

の需要関数が求められる． 
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 式(13)を式(14a) に代入することにより，合成中間財n

価格が求められる． 

 

1

11 ij
nmij ij

nm nmij

nm

q





  (14) 

最後に労働と資本投入の定式化を示す．その最適化問

題は以下のようになる． 
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(15b) 

ただし， ,j j

m ml w ：地域jのm企業の労働投入量とその賃金

率， ,j j

m mk r ：地域jのm企業の資本投入量とその利子率，

,j j

Lm Lm  ：分配パラメータ， j

CTm ：効率パラメータ，
j

CTm ：代替弾力性パラメータ． 

ラグランジュ未定乗数法により式(15)を解くと，以下

の需要関数が求められる． 
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 式(16)を式(15a) に代入することにより，合成生産要素

価格が求められる． 
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b) 家計の消費行動モデル 

続いて，運輸サービス需要者の家計の消費行動モデル

を示す．地域 j に居住する代表家計の消費行動ツリーは

図-4のとおりである． 

まず，家計は総利用可能時間に賃金率を乗じて求めら

れる時間所得と，企業に資本を提供して得られる資本所

得からなる総所得を得る．この総所得に対し，直接税と

貯蓄を差し引いた可処分所得を，家計は各消費に充てる．

家計の可処分所得は以下のようになる． 

   1j j j j j j j

H H H H Hw T r K S      (18) 

ただし， j

H ：地域 j の家計の可処分所得， jj

H wT , ：家

計の総利用可能時間と賃金率， jj

H rK , ：家計の資本保

有量と利子率， j

H ：直接税率， j

HS ：家計貯蓄（基準

年値で固定とする）． 

この可処分所得を用いて，家計はまず合成財と余暇

の消費量を決定する．次に，合成財消費に対し購入地域

の選択を行った後，それぞれの地域別合成財消費に対し，

n 財別の合成財消費量を決定する．企業と同様，財の購

入には運輸サービスの投入が必要であるとすることから，

n 財別合成財消費に対しては，n 財別消費量と合成運輸

サービス消費量を決定する．そして，合成運輸サービス

に対し，合成貨物と合成旅客の各運輸サービス消費量を

決定し，それぞれに対し交通機関選択がなされるとする． 

 以上の家計の財消費行動モデルは，効用水準一定制約

下での支出最小化問題により定式化する．図-3の最上位

の合成財と余暇の消費量決定モデルに係わる支出最小化

問題は以下のようになる． 
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図-4 家計の財消費行動のツリー構造 
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  (19b) 

ただし， j

He ：地域 j の家計の支出水準， j

ZH

j

H qz , ：合成

財消費量とその価格， jj

H wl , ：余暇消費量と賃金率

（余暇価格を意味する）， j

HU ：直接効用関数，
j

ZH

j

ZH  , ：分配パラメータ， j

H ：効率パラメータ，
j

H ：代替弾力性パラメータ． 

 ラグランジュ未定乗数法により式(19)を解くと，以下

の需要関数が得られる． 
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ただし， 
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1
1 ． 

 式(20)を式(19a)に代入すると，支出水準が求められる． 

 j

H

j

Hj

H

j

H Ue j
H  


1

11
 (21) 

 支出水準とはそもそも価格が与えられた下である効用

（ここでは j

HU ）を実現するために必要な所得を意味す

る．今，家計所得は式(18)の可処分所得により与えられ

るため，価格が与えられるとすれば，式(21)の支出水準

の式より効用水準 j

HV は以下のようになる． 

 
j

V

j

Hj

H
p

V


  (22) 

ただし， j

HV ：間接効用関数（効用水準），また簡単化

のため j
H

j

Hj

H

j

Vp 


 1

11
とおく． 

 式(22)の効用水準 j

HV を式(20)の j

HU に代入すると，合

成財消費量と余暇消費量が求められ，さらに式(21)から

支出水準も得られる．すなわち，支出水準は以下のよう

になる． 

 j

H

j

V

j

H Vpe   (23) 

 以上にて，図-4の最上位の各消費量が求められた．こ

れ以降の定式化も，図-4のツリーにしたがって行われる

が，それらは式(19)，(20)と同様であるため，ここでは割

愛したい． 

 

(3) 鉄道運輸サービス供給者の行動モデル 

 鉄道運輸サービス供給者である鉄道旅客運輸企業の生

産行動モデルを示す．それは，(2) に示した運輸サービ

ス需要者の企業の行動モデルと基本的には同じである．

しかし，前述のリニア中央新幹線のみならず，鉄道整備

には固定費用と呼ばれる多額の建設費用が必要となり，

これらは需要の増減に対して簡単に調整することができ

ないため，固定費用をどのように回収するのかが料金設

定に関する大きな問題となっていた．そこで固定費用を

考慮したCGEモデルを開発した細江ら12)を参考に，まず

鉄道旅客運輸企業において固定費用を考慮した費用最小

化問題を考えてみる．それが以下である． 
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 (24a) 
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 s.t.
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 (24b) 
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ただし，添字 kj, ：地域 j から地域 k への輸送サービス，

添字T ：鉄道旅客運輸， j

Conp ：建設部門（Con）の価格，
kj

TConx ,

,
：建設投資需要， ][ ,Tconx ： kj

T

, が[ ]内の
Tconx ,

によって決定されることを意味する． 

式(24a)の建設投資需要 kj

TConx ,

,
は線路建設のための建設

投資需要を意味する．そして，この投資需要は旅客運輸

サービス需要の変化と無関係に固定的に必要なものと想

定した．その結果，式(24a)の右辺第3項が固定費用を表

すことになる． 

式(24)を解いて得られる需要関数は以下となる． 
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 (25b) 

ただし，  
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． 

式(25)を式(24a)に代入すると生産費用関数が以下のと

おり求められる．  

 kj

TCon

j

Con

kj

T

kj

Tkj

T

kj

T xpyC kj
T

,

,

,
1

1
,

,

, ,
1

 


 (26) 

 まず，限界生産費用により鉄道旅客運輸価格を決定す

ることを考える．このときの鉄道旅客運輸価格
 

,j k

TMC
p

は，以下のように導出される． 

 
 

,

1
,

1, ,

, ,

1 j k
T

j k

j k j kT

T TMC j k j k

T T

C
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y





 
   
 

 (27) 

 これを以下の利潤関数に代入する． 
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TCon

j
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kj

T

kj

T

kj

T
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T

xp
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,

,

,,,,




 (28) 

以上より，限界費用料金にて鉄道旅客運輸価格を決

定する場合，鉄道旅客運輸企業の利潤は負となることが

わかる． 

 そこで，平均生産費用により鉄道旅客運輸価格を決定

することを考える．これは，式(40)の利潤がゼロになる

ときの価格として，平均費用原理による鉄道旅客運輸価

格
 

,j k

TAC
p は，以下のように導出される． 
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, , ,

1 j k
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jj k
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T TAC j k j k j k

T T T

p xC
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y y





 
    
 

 (29) 

式(29)の下では利潤はゼロになる． 

 以上より，鉄道旅客運輸企業に対し，線路建設におけ

る固定費用の考慮を行い，さらに限界生産費用原理と平

均生産費用原理に基づく料金（モデル上は鉄道旅客運輸

価格）の決定について明らかにした．なお，固定費用
kj

TCon
j

Con xp
,

,
の支払先は，建設部門（Con）となる．また，

リニア中央新幹線整備が鉄道運輸企業の生産行動に与え

る影響を評価できるように，鉄道運輸企業については生

産要素投入行動を森杉を参考に変更する． 

鉄道運輸企業は，労働と，新幹線やリニアといった資

本を投入し，交通路を移動して主に人を輸送するという

運輸サービスを生産している．このとき，交通整備等に

より時間短縮効果が生じると，その労働および資本の投

入効率が向上することになる．なぜなら，時間短縮が生

じれば同じ距離を移動するのに，より早く目的地に到達

できることになり，それは同じ運輸サービスを生産する

ために投入される労働と，拘束時間で捉えた資本投入が

少なくて済むことを意味するからである． 

 以上の現実的な運輸企業の行動が反映できるようにモ

デルを変更する．まず，鉄道運輸企業の生産要素投入行

動モデルにおいて，生産技術制約となる合成生産要素関

数が交通所要時間と労働，資本に関してゼロ次同次性を

有すると仮定する．その意味は，例えば交通整備政策が

実施され，OD 間の交通所要時間が半分に削減されたと

すると，その OD間を移動して輸送サービスを生産する

運輸企業の労働と資本の投入量も半分で済むということ

である．なぜなら，既に述べた通り，交通所要時間が半

分に削減されれば，同じ運輸サービスを生産するために

は半分の時間で済むため，労働と資本の投入量も半分で

済むからである．ゼロ次同次性を有する合成生産要素関

数は以下のように表される．なお，ここでは鉄道旅客運

輸 mT を例にモデル化を示す． 

    , , , , , , , ,, , , ,j k j k j k j k j k j k j k j k

Tm Tm Tm Tm Tm Tm Tm Tmcf t l k cf t l k    (30) 

ただし， ,j k

Tmt ：鉄道運輸企業の地域j-k間の交通所要時間， 

, ,,j k j k

Tm Tml k ：労働投入量，資本投入量． 

 式(30)のを以下のようにおく． 

 
,

,

Aj k

Tm

j k

Tm

t

t
   (31) 

ただし，添字A：交通整備なしを表す． 

式(31)を式(30)に代入すると，合成生産要素関数は以下

のようになる． 

  , , , , , ,,j k j k j k j k j k j k

Tm Tm Tm Tm Tm Tmcf cf eff l eff k    (32) 
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ただし， ,j k

Tmeff ：
,

,

Aj k

Tm

j k

Tm

t

t

 
 
  

であり，運輸企業の生産要素

投入の効率性を表す指標と解釈できる． 

 式(32)にしたがえば，鉄道運輸企業の労働，資本の投

入量決定モデルは以下のようになる． 

 
, ,

, , , , , ,

,

min
j k j k
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j k j k j k j k j k j k

Tm Tm Tm Tm Tm Tm
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pf cf w l r k   
 (33a) 
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     (33b) 

式(33)を解くと，以下の需要関数が得られる． 
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 (34b) 

ただし，  
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． 

 式(34)を式(33a)に代入すると合成生産要素関数が求め

られる． 

 
,

1

1, ,

,

1 j k
CFTj k j k

T CFTj k

CFT

pf






  (35) 

残りは企業の行動モデルと一緒であるため割愛する． 

 

 (4) 市場均衡条件 

 本SCGEモデルの市場均衡条件式は以下のようになる． 

n 財市場： 
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運輸Tn市場： 
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 (36b) 

労働市場：
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 (36c) 

資本市場：  
Pm j

ij

Pm

Fm j

ij

Fm

m j

ij

m

j

H kkkK  (36d) 

 

(5) 等価的偏差による便益定義 

 交通整備における便益の定義を行う．便益を等価的偏

差（EV：Equivalent Variation）の概念に基づき定義すると，

それは以下のように求められる． 

  j j A j A j B

V H HEV p V V   (37a) 

ただし，添字A, B：それぞれ整備なし，ありを表す． 

 これに，式(22)の効用水準を代入するとEVが家計の実

質所得の差となっていることがわかる． 

 Aj

H

Bj

HBj

U

Aj

Uj

p

p
EV   (37b) 

ここで，「実質」とは物価上昇率で除したものとの意味

である．式(37b)では，整備なしの所得においては物価上

昇率が1であるためそのままの所得を用いており，整備

ありの所得は物価上昇率














Aj

U

Bj

U

p

p で除したものとなって

いる． 

 

 

3 リニア中央新幹線の便益計測 

 

 2.の不完全競争を考慮したSCGEモデルを用いて，リ

ニア中央新幹線（品川駅―名古屋駅間，約286km）整備

による経済効果を便益の概念に基づき計測した．なお，

今回用いたモデルは，日本全国を北海道・東北，関東，

山梨，静岡，長野，岐阜，中部，近畿，西日本の9地域

間に分けたものである． 

  

(1) 交通所要時間変化の算定 

 交通所要時間は，各地域の代表都市を選び，その都市

間で簡単な鉄道ネットワークを作成し，最短経路探索に

よりリニア中央新幹線の整備有無に対するゾーン間所要

時間の計測を行った．それを交通量にて重み付けした平

均所要時間変化率を図-5示す．図の横軸が発地（O），

縦軸に表されている地域が着地（D）である．これより

どの地域間においても大きく所要時間が短縮されている

が，中でも山梨―中部間などで大きく所要時間が短縮さ

れていることがわかる． 
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(2) 運輸価格の変化率 

 運輸価格の変化率を図-6に示す．これより，まずは，

平均費用料金よりも限界費用料金のほうが運輸価格がよ

り低下するため，変化率が高いことが読み取れる．また，

2.(3)鉄道運輸サービス供給者の所で述べた通り，本研究

で用いたSCGEモデルには労働，資本の効率化が鉄道運

輸企業においては反映されるようモデルを構築している

ため，その点において，この結果に反映されていると考

えられる． 

 

 

(3) 交通量変化率 

 交通量の変化率を図-7に示す．ここでも，平均費用料

金よりも限界費用料金のほうが価格が安いため，限界費

用料金のほうが変化率がどの地域間を見ても高いことが

読み取れる．また，交通所要時間変化率が大きいとこと

では，交通量の変化率も大きいことがわかる． 

 

(4) 地域別産業別生産量変化率 

 各地域別の産業別生産量変化率を図-8に示す．これよ

り鉄道旅客運輸の生産量変化率が大きく伸びているほか，

リニア中央新幹線整備の固定費用を投入する建設部門，

そして商業が主に大きく変化することがわかる． 

 

 

 

(5) 料金換算と輸送量 

表-1 関東→中部の料金換算と輸送量 

 
関東→中部 SCGEモデルの運輸価格 料金換算（円） 輸送量（千人/年）

平均費用料金 1.244 12,866 14,043
現状 1.002 10,360 10,064

限界費用料金 0.535 5,528 18,352  

実際には9地域×9地域間のODがある中で，ここでは

代表的な関東→中部の料金換算と輸送量を表ｰ1に示す．

なお，料金換算は，現状の料金にSCGEモデルの運輸価

格の比率を掛けることで，輸送量は旅客純流動調査13)の

データを使用し，現在の輸送量を求め，平均費用料金，

限界費用料金の輸送量はSCGEモデルで算出した額ベー

スの運輸企業の需要量の比率からそれぞれ算出した． 

 

 

(6) 各地域の便益計測結果 

最後に式(48a)に基づく家計の地域帰着便益を図-9に示

す．まず，平均費用料金をした場合の単年度便益は

2,339億円，純便益は現在価値換算で5.26兆円（計算期間

50年，社会的割引率4%）となった．次に限界費用料金

をした場合の単年度便益は4,686億円，総便益は現在価

値換算で10.54兆円（計算期間50年，社会的割引率4%），

また純便益は10.54兆円からJR東海が公表している固定

費5.1兆円14）を差し引いた5.44兆円という結果が得られた． 

以上より限界費用料金時のほうが平均費用料金時に比べ

純便益が約0.18兆円高い結果となった． 
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図-6 鉄道旅客運輸価格の変化率 
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図-8 地域別産業別生産量変化率 
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図-9 地域別の便益計測結果 
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5. おわりに 

 

 リニア中央新幹線の経済効果の計測は，費用便益分析

の枠組みや空間的応用一般均衡（SCGE）モデルを用い

てなされてきた．しかし，リニア中央新幹線の整備には

多額の建設費用が必要となる．この固定費用は需要の増

減によって簡単に調整することができないため固定費用

と呼ばれている．リニア中央新幹線の整備においてはJR

東海が建設費用をすべて負担して整備することから．そ

の固定費用分も料金により回収される．ところがこれま

でのリニア中央新幹線整備の経済効果計測では，いずれ

の計測においてもそうした固定費用を料金により回収す

るスキームがとられていなかった．そこで本研究では，

筆者らがこれまで開発してきたSCGEモデルに固定費用

を考慮し，リニア中央新幹線の経済効果計測を行った． 

 その結果，平均費用課金した場合には50年換算で純便

益が5.26兆円，そして，限界費用課金をした場合の純便

益は約5.44兆円と計測された．このことから限界費用料

金と平均費用料金によるスキームがリニア中央新幹線整

備の経済効果にもたらす影響は0.18兆円となることがわ

かった．今後は，発表当日までに環境外部性として地球

温暖化問題を取り上げ，リニア中央新幹線の開通に伴う

二酸化炭素（CO2）排出量が計測できるフレームを構築

する．その上で，リニア中央新幹線の開通と，その料金

設定の違いがCO2排出に与える影響を明らかにする．さ

らに比較対象として，東京－名古屋間の新東名高速道路

整備によるCO2排出量の計測も行い，一単位の便益を生

むのにどれだけのCO2が排出されるのかを両者のケース

で算定し，どちらが環境面で優位であるのかを明らかに

する予定である． 
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